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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響により、先行きは不

透明な状況で推移したものの、政府・日銀による各種政策の効果により、企業収益や雇用情勢は改善し、個人消

費も持ち直しの動きが続くなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。

このような経済情勢の中、当社（連結子会社を含む）は、将来の大きな飛躍に向け、財務健全性を確保しつつ、

既存事業・プロジェクトの強化、当社の強みを生かすことのできる新規領域への積極的進出や成長領域への重点

投資を実施し、収益性、効率性双方の向上の実現を目指した、平成27年度を初年度とする中期３か年経営計画

「ＳＴＥＰ ＴＯ ＴＨＥ ＮＥＸＴ ＳＴＡＧＥ」を推進してまいりました。

当連結会計年度の営業収益は、当社の不動産販売業が堅調に推移したことなどにより、１兆1,386億１千２百万

円（前年同期比1.9％増）、営業利益は、829億１千８百万円（同6.3％増）となりました。経常利益は、支払利息

の減少などにより、837億４千６百万円（同9.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は、固定資産売却益が

増加したことなどにより、700億９千５百万円（同4.2％増）となりました。

セグメントの業績は以下のとおりであり、各セグメントの営業収益は、セグメント間の内部営業収益又は振替

高を含んで記載しております。なお、各セグメントの営業利益をセグメント利益としております。

また、当連結会計年度より、一部事業について報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較に

ついては、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

（交通事業）

2017年11月15日に発生いたしました田園都市線での架線不具合をはじめ、当社起因による度重なる輸送障害

によりご迷惑、ご心配をおかけいたしましたこと、深くお詫び申し上げます。今後の対策として、地下区間の

重要設備の点検方法を見直すなど、安全・安定輸送の確保に向けた取り組みを実施してまいります。

ホーム上の安全対策につきましては、2020年までに東横線・田園都市線・大井町線全64駅にホームドアを設

置する計画を前倒し、2019年度にホームドア・センサー付き固定式ホーム柵の整備率が業界トップとなる100%

を目指しております。2017年度は田園都市線三軒茶屋駅など13駅でホームドアの利用を開始し、人身傷害件数

は2014年度に比べ約３分の１に減少するなど、安全・安定輸送の確保に大きく寄与いたしました。

当社の鉄軌道業における輸送人員は、前連結会計年度に比べて、沿線人口の増加などにより、定期で1.7％、

定期外で0.8％増加し、全体でも1.3％の増加となりました。

連結子会社の輸送人員は、伊豆急行㈱で0.3％減少いたしました。

バス業では、東急バス㈱の輸送人員が0.3％増加いたしました。

交通事業全体の営業収益は、当社の鉄軌道業において、輸送人員が増加したことなどにより、2,115億５千７

百万円（同2.0％増）、営業利益は、290億２百万円（同8.6％増）となりました。

（当社の鉄軌道業の営業成績）

種別 単位
第148期 第149期

28．４．1～29．３．31 29．４．1～30．３．31

営業日数 日 365 365

営業キロ程 キロ 104.9 104.9

客車走行キロ 千キロ 148,372 149,150

輸送人員

定期外 千人 464,259 468,163

定期 千人 698,764 710,496

計 千人 1,163,023 1,178,659

旅客運輸収入

定期外 百万円 75,834 76,383

定期 百万円 62,787 63,856

計 百万円 138,621 140,239

運輸雑収 百万円 14,199 14,614

収入合計 百万円 152,820 154,853

一日平均収入 百万円 419 424

乗車効率 ％ 51.6 51.6

（注） 乗車効率の算出方法 乗車効率 ＝
輸送人員

×
平均乗車キロ

× 100
客車走行キロ 平均定員
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（不動産事業）

不動産事業では、当社の不動産販売業において、物件の販売収入が増加したことなどにより、営業収益は、

1,825億７千４百万円（同7.3％増）、営業利益は、323億５千７百万円（同5.8％増）となりました。

（生活サービス事業）

生活サービス事業では、電力小売事業の㈱東急パワーサプライにおいて、顧客獲得が進捗したことなどによ

り、営業収益は、7,003億５千２百万円（同1.5％増）、営業利益は、159億９千９百万円（同9.2％増）となり

ました。

（ホテル・リゾート事業）

ホテル・リゾート事業では、ホテル業の㈱東急ホテルズにおいて、高稼働を維持したことに加え、販売単価

も増加し増収したものの、マウナ ラニ リゾート（オペレーション）㈱において、保有資産を譲渡した影響に

より、営業収益は、1,041億４百万円（同1.3％減）、㈱東急ホテルズにおいて、客室を中心としたバリューア

ップ施策費用の増加等により、営業利益は、51億３百万円（同10.0％減）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産は、当社の設備投資による有形固定資産の増加などにより、２兆2,646億３千６百万

円（前期末比1,160億３千万円増）となりました。

負債は、有利子負債（※）が、9,697億９千４百万円（同53億９千６百万円増）となったことなどにより、１兆

5,175億８千７百万円（同473億６千３百万円増）となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上などにより、7,470億４千９百万円（同686億６千６百万円

増）となりました。

※ 有利子負債：借入金、社債、コマーシャル・ペーパーの合計

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益960億６千９百万円に減価償却費749億１百万

円、法人税等の支払額172億３千７百万円などを調整し、1,525億５千８百万円の収入となりました。前連結会計

年度に比べ、法人税等の支払額が減少したことなどにより、262億２百万円の収入増となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出1,769億９千１百万円などがあり、1,453億

７千８百万円の支出となりました。前連結会計年度に比べ、固定資産の取得による支出が増加したことなどによ

り、130億６千８百万円の支出増となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び社債の償還による支出などにより、78億９千２百万

円の支出となりました。

この結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は383億２千２百万円となり、前連結会計年

度に比べて15億１百万円減少いたしました。

   

東京急行電鉄㈱ (9005) 平成30年３月期 決算短信

- 3 -



（４）今後の見通し

平成31年３月期の連結業績予想につきましては、営業収益は、不動産事業を中心に生活サービス事業、交通事

業でも増収となり、１兆1,523億円（前年同期比1.2％増）となるものの、当社不動産販売業において、前年度の

利益率の高い物件販売の反動等があり、営業利益は770億円（同7.1％減）、経常利益は755億円（同9.8％減）を

見込んでおります。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前年度に計上した固定資産売却益の反動等によ

り、510億円（同27.2％減）となる見通しであります。

各報告セグメント別の営業収支の見通しは、以下のとおりであります。

営業収益 （ 対 前 期 ） 営業利益 （ 対 前 期 ）

交通事業 ２，１３３億円（ １７億円） ２９２億円（ １億円）

不動産事業 １，９７５億円（ １４９億円） ２７５億円（ △４８億円）

生活サービス事業 ７，０２５億円（ ２１億円） １６４億円（ ４億円）

ホテル・リゾート事業 １，０１７億円（ △２４億円） ３５億円（ △１６億円）

計 １２，１５０億円（ １６４億円） ７６６億円（ △５８億円）

消 去 △６２７億円（ △２７億円） ４億円（ △０億円）

連 結 １１，５２３億円（ １３６億円） ７７０億円（ △５９億円）

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準を適用しており

ます。

なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応してい

く方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記
（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 40,500 39,007

受取手形及び売掛金 139,830 156,642

商品及び製品 14,975 14,454

分譲土地建物 40,453 44,299

仕掛品 7,264 11,533

原材料及び貯蔵品 6,838 7,581

繰延税金資産 7,814 7,696

その他 33,771 39,876

貸倒引当金 △901 △1,001

流動資産合計 290,545 320,088

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 720,125 728,891

機械装置及び運搬具（純額） 56,641 62,967

土地 683,067 697,118

建設仮勘定 120,547 158,858

その他（純額） 24,652 25,667

有形固定資産合計 1,605,034 1,673,502

無形固定資産 33,380 35,633

投資その他の資産

投資有価証券 141,580 154,814

退職給付に係る資産 7,147 8,638

繰延税金資産 6,593 7,314

その他 64,867 65,261

貸倒引当金 △543 △617

投資その他の資産合計 219,644 235,411

固定資産合計 1,858,060 1,944,548

資産合計 2,148,605 2,264,636
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 90,074 99,958

短期借入金 308,464 305,355

1年内償還予定の社債 8,000 25,000

未払法人税等 8,082 17,958

賞与引当金 11,405 11,448

前受金 23,375 37,541

その他 120,352 120,768

流動負債合計 569,754 618,030

固定負債

社債 228,228 203,228

長期借入金 419,705 436,210

繰延税金負債 20,320 21,920

再評価に係る繰延税金負債 9,174 9,171

商品券回収損引当金 2,151 2,319

退職給付に係る負債 38,374 37,958

長期預り保証金 119,231 127,925

その他 43,202 43,252

固定負債合計 880,388 881,986

特別法上の準備金

特定都市鉄道整備準備金 20,080 17,570

負債合計 1,470,223 1,517,587

純資産の部

株主資本

資本金 121,724 121,724

資本剰余金 131,842 133,132

利益剰余金 383,565 442,691

自己株式 △29,696 △29,092

株主資本合計 607,436 668,455

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 14,366 15,551

繰延ヘッジ損益 △8 △35

土地再評価差額金 8,388 8,384

為替換算調整勘定 4,787 6,083

退職給付に係る調整累計額 △6,663 △1,912

その他の包括利益累計額合計 20,871 28,070

非支配株主持分 50,074 50,522

純資産合計 678,382 747,049

負債純資産合計 2,148,605 2,264,636
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
（連結損益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

営業収益 1,117,351 1,138,612

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 833,215 849,412

販売費及び一般管理費 206,161 206,281

営業費合計 1,039,376 1,055,693

営業利益 77,974 82,918

営業外収益

受取利息 205 301

受取配当金 882 970

持分法による投資利益 8,314 8,372

その他 4,660 5,334

営業外収益合計 14,063 14,978

営業外費用

支払利息 10,030 9,415

その他 5,558 4,734

営業外費用合計 15,588 14,149

経常利益 76,449 83,746

特別利益

固定資産売却益 712 14,383

工事負担金等受入額 8,660 3,173

特定都市鉄道整備準備金取崩額 2,510 2,510

その他 252 3,719

特別利益合計 12,134 23,786

特別損失

工事負担金等圧縮額 6,613 2,719

固定資産除却損 1,037 1,264

減損損失 2,187 2,855

関係会社整理損 － 2,607

その他 937 2,018

特別損失合計 10,775 11,464

税金等調整前当期純利益 77,808 96,069

法人税、住民税及び事業税 17,024 26,402

法人税等調整額 △8,009 △2,015

法人税等合計 9,014 24,386

当期純利益 68,793 71,682

非支配株主に帰属する当期純利益 1,503 1,586

親会社株主に帰属する当期純利益 67,289 70,095
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（連結包括利益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

当期純利益 68,793 71,682

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,690 1,584

繰延ヘッジ損益 0 △0

為替換算調整勘定 △2,799 825

退職給付に係る調整額 5,893 4,613

持分法適用会社に対する持分相当額 93 △113

その他の包括利益合計 4,879 6,909

包括利益 73,673 78,591

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 72,946 77,299

非支配株主に係る包括利益 726 1,292

   

東京急行電鉄㈱ (9005) 平成30年３月期 決算短信

- 8 -



（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本

合計

当期首残高 121,724 131,666 327,405 △19,088 561,708

当期変動額

剰余金の配当 △11,080 △11,080

親会社株主に帰属する

当期純利益
67,289 67,289

土地再評価差額金の取崩 △50 △50

自己株式の取得 △11,699 △11,699

自己株式の処分 0 1,091 1,092

連結子会社からの

自己株式の取得による

剰余金の増加

162 162

支配継続子会社に対する

持分変動
13 △0 13

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 176 56,159 △10,607 45,728

当期末残高 121,724 131,842 383,565 △29,696 607,436

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分

純資産

合計
その他

有価証券

評価差額金

繰延

ヘッジ

損益

土地

再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に

係る調整

累計額

その他の

包括利益

累計額

合計

当期首残高 12,577 43 8,338 6,835 △12,630 15,164 46,424 623,297

当期変動額

剰余金の配当 △11,080

親会社株主に帰属する

当期純利益
67,289

土地再評価差額金の取崩 △50

自己株式の取得 △11,699

自己株式の処分 1,092

連結子会社からの

自己株式の取得による

剰余金の増加

162

支配継続子会社に対する

持分変動
13

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,788 △51 50 △2,047 5,966 5,706 3,649 9,356

当期変動額合計 1,788 △51 50 △2,047 5,966 5,706 3,649 55,084

当期末残高 14,366 △8 8,388 4,787 △6,663 20,871 50,074 678,382

（注）連結子会社からの自己株式の取得による剰余金の増加

会社法第156条第１項及び第163条の規定に基づき、平成28年11月10日の当社取締役会決議により当社連結子会社

である㈱東急レクリエーションが保有する当社株式を取得したことに伴う税金費用の調整により、資本剰余金が

増加したものであります。
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本

合計

当期首残高 121,724 131,842 383,565 △29,696 607,436

当期変動額

剰余金の配当 △10,973 △10,973

親会社株主に帰属する

当期純利益
70,095 70,095

土地再評価差額金の取崩 3 3

自己株式の取得 △583 △583

自己株式の処分 △0 1,186 1,186

連結子会社からの

自己株式の取得による

剰余金の増加

－

支配継続子会社に対する

持分変動
1,289 1,289

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 1,289 59,125 603 61,018

当期末残高 121,724 133,132 442,691 △29,092 668,455

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分

純資産

合計
その他

有価証券

評価差額金

繰延

ヘッジ

損益

土地

再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に

係る調整

累計額

その他の

包括利益

累計額

合計

当期首残高 14,366 △8 8,388 4,787 △6,663 20,871 50,074 678,382

当期変動額

剰余金の配当 △10,973

親会社株主に帰属する

当期純利益
70,095

土地再評価差額金の取崩 3

自己株式の取得 △583

自己株式の処分 1,186

連結子会社からの

自己株式の取得による

剰余金の増加

－

支配継続子会社に対する

持分変動
1,289

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,184 △27 △3 1,295 4,750 7,199 448 7,647

当期変動額合計 1,184 △27 △3 1,295 4,750 7,199 448 68,666

当期末残高 15,551 △35 8,384 6,083 △1,912 28,070 50,522 747,049
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 77,808 96,069

減価償却費 76,986 74,901

のれん償却額 305 12

減損損失 2,187 2,855

退職給付費用 4,578 3,591

特定都市鉄道整備準備金の増減額（△は減少） △2,510 △2,510

工事負担金等受入額 △8,660 △3,173

工事負担金等圧縮額 6,613 2,719

固定資産売却損益（△は益） △707 △13,949

固定資産除却損 10,711 8,771

関係会社整理損益（△は益） － 2,607

持分法による投資損益（△は益） △8,314 △8,372

売上債権の増減額（△は増加） △6,358 △17,349

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,399 △5,368

仕入債務の増減額（△は減少） △4,660 10,027

前受金の増減額（△は減少） 1,300 5,360

預り保証金の増減額（△は減少） 678 8,695

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,405 1,456

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,202 2,179

受取利息及び受取配当金 △1,088 △1,271

支払利息 10,030 9,415

その他 9,596 △622

小計 164,706 176,047

利息及び配当金の受取額 2,936 3,267

利息の支払額 △10,148 △9,519

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △31,138 △17,237

営業活動によるキャッシュ・フロー 126,356 152,558
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △140,171 △176,991

固定資産の売却による収入 2,404 23,309

固定資産の除却による支出 △2,163 △2,818

投資有価証券の取得による支出 △1,161 △5,258

投資有価証券の売却による収入 42 1,059

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 1,202

工事負担金等受入による収入 8,495 12,753

その他 243 1,363

投資活動によるキャッシュ・フロー △132,310 △145,378

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 18,769 746

長期借入れによる収入 62,563 60,425

長期借入金の返済による支出 △74,131 △47,725

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 25,000 216,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △25,000 △216,000

社債の発行による収入 39,697 －

社債の償還による支出 △20,000 △8,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △4,003 △3,868

自己株式の取得による支出 △10,079 △583

配当金の支払額 △11,080 △10,973

非支配株主からの払込みによる収入 1,953 1,531

非支配株主への配当金の支払額 △519 △610

その他 △91 1,165

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,078 △7,892

現金及び現金同等物に係る換算差額 △210 △788

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,086 △1,501

現金及び現金同等物の期首残高 42,909 39,823

現金及び現金同等物の期末残高 39,823 38,322
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等に関する実務上の取扱いの適用）

「公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第35号 平成29

年５月２日）を当連結会計年度から適用しております。

なお、当該変更による連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

当社グループ（当社及び連結子会社）の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務

情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。

当社グループは、沿線地域を中心に、お客さまの日々の暮らしに密着したさまざまな領域で幅広い事業を展

開しております。

したがって、当社グループは、サービスの種類別セグメントから構成されており、「交通事業」「不動産事

業」「生活サービス事業」「ホテル・リゾート事業」の４つの領域を報告セグメントとしております。各報告

セグメントの主要な事業内容は以下のとおりであります。

交通事業………………………… 鉄軌道業、バス業、空港運営事業

不動産事業……………………… 不動産販売業、不動産賃貸業、不動産管理業

生活サービス事業……………… 百貨店業、チェーンストア業、ショッピングセンター業、

ケーブルテレビ事業、広告業、映像事業

ホテル・リゾート事業………… ホテル業、ゴルフ業

当連結会計年度より、経営管理の観点から当社の個別財務諸表において、「その他事業」の区分を新設し、

従来「不動産事業」に区分していた生活サービス事業、ホテル・リゾート事業に関わる事業を当該事業区分に

変更しております。これに伴い、連結財務諸表の報告セグメント内においても、一部事業について区分の変更

をしております。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の区分方法に基づき作成したものを記載しております。

２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの金額であります。

セグメント間の内部営業収益又は振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント

計
調整額

(注)１

連結

財務諸表

計上額

(注)２

交通

事業

不動産

事業

生活

サービス

事業

ホテル・

リゾート

事業

営業収益

外部顧客への営業収益 205,611 130,728 676,402 104,609 1,117,351 － 1,117,351

セグメント間の内部営業収益又

は振替高
1,882 39,396 13,826 893 55,998 △55,998 －

計 207,494 170,124 690,229 105,502 1,173,350 △55,998 1,117,351

セグメント利益 26,706 30,591 14,651 5,671 77,621 353 77,974

セグメント資産 784,994 750,634 414,123 115,848 2,065,601 83,004 2,148,605

その他の項目

減価償却費 39,194 17,924 15,926 4,018 77,064 △77 76,986

のれん償却額 － － 305 － 305 － 305

持分法適用会社への投資額 － － － － － 91,158 91,158

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
62,162 52,888 22,808 7,614 145,474 △75 145,398

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額353百万円は、セグメント間取引消去額であります。

（２）セグメント資産の調整額83,004百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産

185,610百万円、セグメント間取引消去△102,605百万円であります。

（３）減価償却費の調整額△77百万円は、セグメント間取引消去額であります。

（４）持分法適用会社への投資額の調整額91,158百万円は、各報告セグメントに配分していない全

社資産であります。

（５）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△75百万円は、各報告セグメントに配分し

ていない全社資産2,098百万円、セグメント間取引消去△2,173百万円であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント

計
調整額

(注)１

連結

財務諸表

計上額

(注)２

交通

事業

不動産

事業

生活

サービス

事業

ホテル・

リゾート

事業

営業収益

外部顧客への営業収益 209,660 139,643 685,919 103,388 1,138,612 － 1,138,612

セグメント間の内部営業収益又

は振替高
1,896 42,930 14,432 716 59,976 △59,976 －

計 211,557 182,574 700,352 104,104 1,198,588 △59,976 1,138,612

セグメント利益 29,002 32,357 15,999 5,103 82,462 456 82,918

セグメント資産 804,945 823,951 410,353 111,243 2,150,494 114,142 2,264,636

その他の項目

減価償却費 37,973 16,442 16,533 4,027 74,977 △75 74,901

のれん償却額 － － 12 － 12 － 12

持分法適用会社への投資額 － － － － － 99,750 99,750

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
71,426 77,235 20,174 9,380 178,216 3,048 181,265

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額456百万円は、セグメント間取引消去額であります。

（２）セグメント資産の調整額114,142百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産

206,523百万円、セグメント間取引消去△92,381百万円であります。

（３）減価償却費の調整額△75百万円は、セグメント間取引消去額であります。

（４）持分法適用会社への投資額の調整額99,750百万円は、各報告セグメントに配分していない全

社資産であります。

（５）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額3,048百万円は、各報告セグメントに配分し

ていない全社資産3,391万円、セグメント間取引消去△342百万円であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 1,034円77銭 1,146円46銭

１株当たり当期純利益金額 110円02銭 115円42銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

２. 当社は、平成29年８月１日付で株式併合（普通株式２株を１株に併合）を実施しており、前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定して

おります。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

なお、「普通株式の期中平均株式数」は、従業員持株会信託口及び役員報酬信託口が所有する当社株式を控

除しております。

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益金額（百万円） 67,289 70,095

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（百万円）
67,289 70,095

普通株式の期中平均株式数（千株） 611,641 607,333

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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